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{要旨]

スマート フォンやタブレット端末の普及にともない、ソフ トウェアやアプリケーションの重要性が高まり

を見せる中、開発を担う人材育成が問題となってきている。

本研究では、岐阜県のソフトピアジャパン (SJ)を事例に、日本のIT系人材育成策において、多様で深い

専門知識、「文系/芸術系j的な知識や技術を もった人材を集め、 なおかつ交流や情報交換ができる環境を

整備することが、今後ソフ トウ ェアやアプリケーションの開発に求められるクリエイティプな才能をもった

人材を育成していくことにつながることをあきらかにした。 1990年代のインキュベータ政策によ ってIT系新

産業の振興を目的として地方都市に設置された情報拠点施設が、 人材育成の拠点となる可能性を検証した。

また、 SJと同時期に岐阜県が設置した情報科学芸術大学院大学 (IAMAS)という公的教育機関が、芸術系

を中心とした教育/研究活動をおこなうことで、ソフトウェア、アプリケーション開発者の育成に留まらな

いネッ トワークの拡大がもたらされていた。

SJのような、多様な人材が参加し、オープンでフラッ トな関係を築くことができる、業務外の 「学習jは、

スタークのいう「へテラ ルキー」であると捉えることが可能である。組織の境界を超えた「ヘテラルキーJ

な場を構築することで、 1990年代のインキュベータ政策によってIT系新産業の振興を目的として地方都市に

設置された情報拠点施設が、人材育成の拠点となる可能性を示した。
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[Abstractl 

As smart phones and tablet PC' s have b巴comepopular among many people and the development of their sortware 

and applications has become more and more important， fostering山emanpower for the d巴velopmenthas become a 

social issue 

本論文は、複数のレフェ リーと編集委日会による査読を受けたものである。
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In this research， we have chosen the case of “Softpia Japan" project initiated by Gi向 Prefectureof Japan and sug-

gest that both gathering talented people with various and profound expertise and people with knowledge and skills that 

are characterized as“cultural I artistic" and establishing an environment where those people can strengthen relation-

ships and exchang巴 inforrnationare effective means of fostering creative talents who are wanted by software and appli-

cation development sector. 

Further， we indicate the possibility that those facilities for inforrnation technology built in 1990' s in regional cities 

for th巴promotionof information technology industry under the government policy towards technology incubation， can 

be the base facilities for fostering the above mentioned people， through turning themselves into “heteratchical" places 

which transcend organizational boundaries and where various talents gather and can build up open and f1at relation-

ships. 

[Keywords] 

Softpia Japan， Human resource development， Smartphone， Heterarchy， lncubator Policy 

1.はじめにー研究の目的

21世紀も10年が経過し、 インターネットによる情報の収集や処理が一般化した。業務上の用途だけでなく、

日常生活や教育でも利用されている。この過程ではハード面の技術更新も同時進行し、これまで主流だった

コンピュータのほか、スマートフォンやタブレット端末などのモパイ ル端末が急速に普及している。しかし、

インターネットをつうじた大量の情報を処理する新たな端末が発表、製造されるなかで、日本企業はハード、

ソフトの両面で国際的にも圏内的にも後れをとっている 1)。一方で、ハードウ ェアと オペレーション ・シス

テムが一定の範囲に規定されている現状では、 これまで以上にそれらを効率的に処理させる機能、つまりソ

フトウェアやアプリケーションの存在が重要になる。そして、これまで論じられてきたとおり、更新頻度の

高さがもたらす競争の激しさから、ソフトウェアやアプリケーションは、それを開発する人材が重要となる

人的資本産業だとされてきた。

政府レベル、自治体レベルのそれぞれで、政策面ではIT系の人材育成についてどのように位置づけられて

いるのだろうか。現在、政府レベルでの情報処理産業の位置づけとして、 2011年6月に閣議決定された「新

成長戦国各一『元気な日本j復活のシナリオjがある。そこでは f90年代初頭のバブル崩壊j後 f20年近く続

く閉塞状況」を打破するための 「成長を支えるプラットフォ ーム」のひとつとして、flT立国・ 日本」が提

唱されている。 「情報通信技術」は、「新たなイノベーションを生む基盤」と位置づけられ、技術水準やイン

フラ整備が進んだ反面、これまで十分に利活用がなされていなかった、とされている。そのうえで、人材育

成などをつうじて、情報通信技術が「経済社会システムが抜本的に効率化し、新たなイノベーションを生み

出す基盤となるjと提唱されている。自治体レベルでの政策においては、今後特に情報通信技術に関連した

ソフトウェア開発を手がける「ソフト系」のIT企業や開発者の存在が重要性を増してくる(小長谷 ・富沢

1999)。しかし実際には、野木 (2002)、小畑 (2010)が指摘しているように、 1990年代には自治体によるイ

ンキュベータ設置が集中的に実施され、新たな情報通信技術の担い手としてベンチャー企業の起業が目的の

ひとつと されたものの、結果的にイノベーションの創出に至った例は稀である。今後、自治体レベルでも政

府レベルと同様の政策を進める場合、どのような人材の育成や支援が必要であるか、またそれらにたいしど

のような政策 ・施策が効果的であるかを判断する材料となる実証的な研究が求められている。

そこで本論文では、 こうした問題意識を踏まえて、情報産業拠点におけるソフ トウェア開発者の人材育成

政策のありかたについて、 一定の知見を提供することを目指す。事例として、岐阜県が設置したリサーチパ

ーク「ソフ トピアジャパン(以下 fSJJと略)Jを取り上げる。SJは、 施設内企業の従業員が開発したアッ

プル社のスマート フォン fiPhoneJ用のアプリケーションが世界的にヒットした後にソフ ト系IT企業の集積
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が進んでいる施設であり、興味深い事例となっている。 まずE章では、ソフトウェアやアプリケーションの

開発に重点を置くうえで、開発の主体となる企業や組織に何が求められているか、また、そこから必要とさ

れる人材はどのようなものかについて、現在までの議論を手短に振り返るとともに、アメリカの社会学者で

あるデヴイッド ・スタークが提唱する 「へテラルキー」 論を参照しながら考察を加える。田章では、 SJにお

けるアプリケーション開発者育成策について、設置者、関連機関、入居企業、個人開発者などの個々の活動

の経緯を描く 。 N~では、 SJで定期的に開催されている意見交換会「モパイル ・ カフェJ でのアンケー ト調

査の結果を もとに、 SJの活動にどのような人材が集まっているか、またどのような人材や才覚が必要とされ

ているのかをあきらかにする。最後にV章では、全体の検討を もとにソフト系IT産業における人材育成支援

のありかたについて知見を整理する。

n.ソフト系IT産業と人材の重要性

1 .ソフ ト系IT産業の人材について

高度経済成長期以後に伸長した情報サーピス産業やIT産業は、人的資本産業であるともいえ、人材育成の

必要性と現状の問題点が指摘されてきた。 2000年11月に決定した IIT基本戦略」において、 15年以内に世

界最先端のIT国家Jを目指すという具体的な目標が設定され、 IIT革命Jを推進するため、政府レベルでの

IIT化j政策が進められてきた。同月には「高度情報通信ネ ットワーク社会形成基本法 (IT基本法)Jが成立

し、翌年から一連の Ie-Japan戦略」が推進されることになり 、日本国内のハード ・ソフ ト (コンテンツ)

のさまざまな面で情報通信技術を利用した IIT化」が進められてきた。

もっとも、 IT化が推進される一方で、その問題点もまた指摘されている 2)。特に、システムエンジニア

(SE)をはじめとするITサーピスの「提供側」の職種では、技術革新に対応するための絶え間ないスキルア

ップと、「仕事の量的 ・質的分担や、技術革新の早さと拡がり、技術の細分化、仕事の自由裁量の低さJ(石

津 2005、p130)など、技術面以外の仕事の調整も求められる。そのうえ、「業界」の不安定さからくる雇用

不安もあり 、その結果として「テクノストレスJ(石津 2005)をかかえながら長時間労働を強いられること

になる。実際、 IT基本戦略の開始前後から、システムエンジニアの死亡の要因として長時間労働や労働環境

の劣悪さを認定した判決が出ており 、現在でもその傾向は続いている 3)。

こうした実態を伴いつつも、人材の重要性は指摘され続けている。企業の開発体制には、少人数体制によ

り、「スピーデイに取り組み、エッジの利いたソフトウェアを作成していく」必要があるとされる。さらに

「エンジニアは技術開発だけではなく、相当のアイ デアを持ち」、「開発のキーマンとなり 、突破力を持った

人材」が必要とされている(情報産業協会 『情報サービス産業白書 2010J)。同白書では Ir突出したIT人材j

が有する独創的なアイデアや高度な技術のみでは、イノベーションを起こすことはできない。そのアイデア

と技術を活用したピジネスモデルの立案 ・マーケティングなどを得意とする『基本戦略系人材j、品質の高

いソフ トウ ェア製品やサービスを提供するにあたり信頼性 ・生産性を向上させる『ソ リューション系人材j

などが異分野融合された人的ネ ットワークで結ばれ、相互に協力 ・理解し合い、お互い適材適所で機能する

ことによって初めてイノベーションが創出されるであろう」としている。

また、同白書によれば、2008、2009年度の調査の結果、「今後の経営の方向性」について「人材育成の強

化Jを挙げた企業が雨前査で90%を超え、「品質の向上(約80%)J、「コストダウン(約63%)Jなどを上回

り首位となっている 4)。さらに、情報推進機構が公表した rIT人材白書2011.1では、同白書の調査をはじめ

た2007年からの変化として、①市場変動による人材の量的需要の充足、②クラウ ドコンピューテイングなど、

情報システムを「つくる」から「っかうjへの変化、③中固などへのソフトウェア開発のオフショア、の3

点を挙げている。そして、それらの変化によ って、日本国内のIT人材には高付加価値な業務が残ることにな

ったものの、そのレベルを満たす人材は少なく 、質的需要の不足を招いている、と指摘されている。

人材の重要性は、ゲー リー ・ペッカーをはじめとする人的資本論でも指摘されてきたが、業務上必要な知
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識や経験、またはその機会を雇用先(職場)から提供してもらえるという 、ある程度の規模以上の企業や機

関に正規雇用される労働者の存在が前提と なっていた。しかし、ソフ トウェア開発企業は「ある程度の規模

以上jをみたすことが困難である。経済産業省が実施した「平成21年特定サービス産業実態調査Jでは、全

国 l万5249事業所 (2009年度11月)のソフトウェア開発企業のうち、約26%が従業員 4人以下であり、 30人

未満の事業所の割合は70%を超えている。つまり、個人あるいは小規模の企業が大半である。 こうした小規

模企業を含めて人材の育成が考えられな くてはならない。しかしながら、実態としては、働き手が才能を必

ずしも発揮できる環境にあるとはいえない。

「平成21年特定サーピス産業実態調査Jでは、ソフ トウェア開発企業の売上高(従事者5人以上)のうち、

約9割が受注開発業務によるものであり、 rIT人材白書 2011Jでは、 大手企業が受注したものを i2次請け、

3次請けと下ろしていく 、ゼネコン型」の 「ピラミッド構造Jが主流になっていることが指摘されている。

すなわち、同白書が指摘するように、こうした取引構造が日本発のイノベーションが起きない理由のひとつ

となっており 、「独創的なアイデアや高い技術力を持つ突出したIT人材も歯車のひとつとして埋没し開発に

従事しており、彼らの才能を活かした新たなビジネスを起こそうとする原動力になっていない」 実態をもた

らしている。情報処理機構では、経済産業省が2007年7月に公表した「高度IT人材の育成をめざして」で提

唱された「高度IT人材jの4類型のうち、 iITがもたらす価値を最大限に活用して、 知識創造革命、活力あ

る安心な未来社会を実現するよう、新たなソ リューション、製品を作り 出す人材」とされた 「クリエーショ

ン系人材」を 「突出したIT人材」と位置づけ、実態調査とあわせて育成事業などをおこなっている。問機構

の実態調査では、①従業員数の多い企業ほどかえって突出したIT人材を必要としている こと、 ②その反面、

従業員数が1000人を超える大企業でないと企業内の突出したIT人材を活用できていないこと、③突出したIT

人材自身の業務内容や職場環境にたいする満足度は高いこと、 @反面、大企業のなかでの横並び評価や処遇

については不満が寄せられていること、などがあきらかになっている。

企業規模によらず、ソフトウ ェア企業には多様な人材が必要であり、その人材の育成やネットワークの形

成も必要であるにもかかわらず、環境が十分整えられていないのが現状である、といえる。前述のように、

IT業界は人材の重要性が認識されている一方で、被雇用者は技術変化の速さに「ついていくjためのスキル

アップを要求されるが、雇用先は教育や経験の機会を十分に用意していないため、 「自主的jにおこなわな

ければならないのが現状である。だとすれば、能力が発揮できる環境を整えることが重要であり、必要であ

るといえる。ありうるべき環境を考える上で参考になると思われるのが、スタークによる「へテラ ルキー」

な組織をめぐる議論である。

2.ヘテラルキーな組織

スターク (Stark2009， Vedres and Stark 2010)は、「企業にスピードと柔軟性を要求する」現代の市場に対

応するためには、権限委譲により 「指揮命令系統がフラ ットJ化したことにより「変化へのすばやい対応が

可能jであり、かつ「情報や知識が多極的に分散jされ、「組織内のパフォ ーマンスの評価原理の多様性と、

経営資源としての保有資産の解釈についての多義性と暖昧さjをあわせもつ組織が必要であるとする。そう

した組織の概念をスタークは「へテラルキー (Heterarchy)Jと名づけた(中野 2011)0 1990年代から2000年

代の初頭にかけてニューヨークのシリコン ・アレ一地区でニュー ・メディア産業(当時はウェプサイト開発

企業が中心)の調査をおこなったスタ ークは、同産業の特徴の一面として以下の点を挙げている。第一に、

既存のイノベーションの上に創業できることから、参入障壁は低い。反面、 「絶え間なく創造的であること」

を強いられ、コード化、 ルーティーン化、繰り返しでは対応できない。第二に、企業活動のすべての段階で

活動の見直しができる組織が必須である。第三に、現在の環境への適合より、混乱への適応能力が求められ

る。

さらにスタークは、情報処理産業の形態変化を次のように指摘している。従来のコンピュータやソフ トウ

ェア、マス ・メ ディアなどの単独・ 自立した産業内では、 求められる「答えJはそれぞれ 1種類である。そ
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こでは、規則性と統合の度合いは高く 、最適解は一つである。だが、 現在では雑多な情報を整理し、必要に

応じて組み替えることの重要性が強まり、複雑性も高くなった結果、「答えjも多様化している。そこでは、

規則性と統合の度合いは低く、最適解が複数存在することになる。それに対応するためには、 「既知の選択

肢」からの「合理的選択jではなく、「どのような選択が可能かを常に流動的に再定義するJ1現実的アクシ

ヨン」が必要となる。そのためには、 企業内であれば複数部署での複雑な調整が必要になり、同時に各部署

への分権化が必要となる。このことは、不確実性や不透明性が強調される現在の状況に対処するためには、

一方で凝集怜の高〈専門知識に富んだ組織や集団をつくり、一方でその組織や集団が移存で怠る環慨を整備

しなければならない。

スタークは、こうした組織や集団が備える立場や態度、見解の相違は明白なものであり、 事正恕な合資形成

をはかるのではな〈、 「創造的な摩擦 (creativefriction) Iと呼ばれる交流や調整、衝突な どが「基準の多様

性によるいろいろな可能件に柔軟に思考をめぐらす状況 (orlmnizationalreflexivitv) I (Stark 2009 056)手創

血主主と指摘した。 そして、分権化が進む一方で多様件や創造的な摩擦を俄え、水平方向に統合きれた組織

笠盤盆を、「へテラJレキー (Heterarchy)Jと名づけ、変化し続ける状況において、基準や原理の暖昧さや多

義性ー現状に反映させながら、深く再帰的に思考をめぐらせる再帰的認知 (reflexivecognition)能力を備え

た企業の形態であると定義づけた。スタークのいうへテラルキーを備えた組織は、 その具体的な活動の場面

において、多様性とそれにもとづく摩療を前提にするため、絶えず意見の相違や停滞が見込まれるが、プロ

ジェク ト進行中は妥協点を見出し、次の段階、ま たはプロジェク トの終了後に議論や摩擦が生じ、新たなイ

ノベーションにつながっていくとされている。

これまで日本のIT産業では、ソフトウ ェア面においても自社製品の開発が主流であり、 一定の決ま った作

業を大企業から中小企業へ委託(受託)する体制(いわゆる「ゼネコン型J) に象徴されるような、垂直的

な統合が顕著であった。その形態にあっては、技術面を重視した人材育成が有効であったと考えられる。し

かし、ソフ トウェアやアプリケーションの開発分野では、そもそも不確実性の高い情報処理分野全般におけ

る課題の一層の複雑化、スマート フォンやタブレット端末、それらを制御するオペレーションシステムなど

のプラ ットフォームが限定される傾向にある。また、経済産業省の「高度IT人材の育成をめざしてjでは、

「既存の製品分野に組込みシステム型の新たなITプラットフォ ーム等を構想し、提供する人材JすなわちIT

系産業においてより深い専門知識をもっと同時に多機性をも ったクリエーション系人材が必要とされている

としている。

このようなソフト系IT産業の変化にたいして、新しい人材育成の方式や支援のあり方が必要になりつつあ

る。しかし、それはどのようなものでありうるのだろうか。この問題を考えるうえでスタークのヘテラルキ

ーを備えた組織は参考になるだろう。次章以降では、これらのポイン トを踏まえて、ソフ トピアジャパンを

例に、ソフト系IT産業における人材育成のための新しい環境整備のあり 方を考察していく。

m.ソフトピアジャパン (SJ)における人材育成政策

ソフ トピアジャパン (SJ)は、1996年 5月、岐阜県が情報産業の拠点として大垣市に開設した施設の総称

である。現在では 4種の中心的施設 (1センターピJレJ1アネックスJ1ドリーム ・コアJ1ワーク ・ショップ

24J)と、分譲企業の自社ピルとで企業団地の形態をとっている 6)。このうち、 「モパイ ル・カフ ェjや

Ii.LaboJといった定期的な情報/意見交換会や、スマートフ ォン用アプリケーションの開発鱗座などの会

場となる IMobilecoreJがドリーム ・コア内に、宿泊施設「ソピア・キャビンJ7)が「ワーク ・ショップ24J

内にある。

SJは 「財団法人ソフトピアジャパンJが運営しており、施設の管理は2006年度から指定管理者制度を採用

して「伊藤忠アーバンコ ミュニテイ・グループ」がおこなっている。

他方で、 IAMASは「科学技術と芸術の融合Jを建学理念に、 1996年に岐阜県が大垣市に創設した専修学
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校「岐阜県立国際情報科学芸術アカデミ-Jnternational Academy of Media Arts and SciencesJの略称である。

2001年からは一部を「情報科学芸術大学院大学 Instituteof Advanced Media Arts and SciencesJと改組し、大

学院を設置した。 2011年度から専修学校の学生募集を停止し、大学院大学としての体制に移行しつつある。

大学院は 3スタジオ制(1学年各20名)で、所属教員の専門分野をもとに特徴づけられ、 Studiolはプロダ

クトデザインやインタラクション(製品化)、 Studio2はメディアアート (芸術系)、Studio3はまちづくりや

建築、デザイン(空間系)とされている。また、 2010年度には 「産業文化研究センター (RCIC: Research 

Center for Industrial Culture) Jを設置し、外部との連絡調整や広報を一括しておこなう窓口としての機能を持

たせている。

岐阜県はSJ、IAMASの設置者であり、 SJを実質的に管理しているヘ現在は商工労働部情報産業課が中心

となり、関連機関との調整や各種イベントのコーデイネートなどをおこなっている。なお、 2011年度の両機

関への投入金額は、 SJには運営費、維持管理費だけで約 2億7300万円、 IAMASには人件費を含めて約 1億

5400万円である(当初予算額)。また、 2010年度からはこれまでのスマートフ ォン用アプリ開発関連の施策

を整理統合 ・拡大した IGIFU・スマートフォンプロジェクト」を展開し、その一環として「緊急雇用創出

事業臨時特例基金事業 (地域人材育成事業)Jを活用して、失業者や求職者を対象にスマー トフォン用アプ

リの開発者を 1年間で100人育成する事業を進めている。iPhone3Gが発売された2008年末までに、 IAMASの

A教授が関与したアプリケーションのヒット作が生まれ、新たな企業もSJに進出するなど、 SJはiPhone用ア

プリケーション開発の拠点と して知名度が上がっていた。 これを受けた岐阜県もアプリ開発に特化した施策

を展開した。 2009年7月には「ふるさ と軍用再生特別基金事業」を活用してアプリ開発やイベントをおこな

うスペースとなる IDREAMCORECOLLECTIVE (2011年4月から IMobileCoreJに改称)J 9)をドリ ーム ・

コア内に設置し、それまでA教授が主宰してきた勉強会などを発展させるかたちで定期的な講座やイベント

に整備していった。 さらに同年9月には、ドリ ーム ・コ ア内に!iPhoneフロア」 山 を設置し、モパイル ・カ

フェなどの開催を含んだ IGIFU . iPhoneプロジェクト」を本格展開させた。

( 1 ) liPhone塾J11) (各種講座)

2009年 8月に開講し、アプリ開発の初心者むけに 8回(週に l度)程度の開発講座が設定されていた。

2010年度の 4-6月期を例にとる と、受講対象者によって「アプリケーション開発者向けJI体験JI小中学

生限定JI自習Jに分類され、開発者むけは 4-8回、その他はおおむね 1回の開講となっている。各講座

とも定員は12人で (希望者4人以上で開講)、開発者むけの一部が有料、その他は無料に設定されている12)。

2010年5月には受講者が作成したアプリケーションが発売された。さらに同年6月には、同年4月開講の講

座で開発されたアプリ ケーショ ン3種類ωが発売され、それぞれの開発者がドリーム ・コア内のiPhoneフロ

アに入居した。さらに同年10月から11月にかけて 3作品が発売され、続けて成果を上げている。 2010年6月

からは、それまでの IGIFU . iPhoneプロジェク ト」に加えて IGIFU . Androidプロジェクト」と IGIFU.

Windows Phoneプロジ‘ェク トjを本格展開することにより IGIFU・スマートフォン・プロジェクト」として

規模を拡大した。その関連で、 Android用アプリケーション開発の講座やiPhone以外のハードに関する勉強

会なども開催されている。

( 2)モ1'¥イJレ・カフェ

iPhoneフロア設置時、 iPhone用アプリケーション開発者の交流会 ・情報交換会 liPhoneサロンJとして企

画され、 2009年10月から開催されている。毎月第 1-第3木曜日 (2011年7月までは毎週木曜日)に、約70

人収容できるMobilecore2階の「メ ッセ」を会場にして開催されており、 2011年8月末までに72回実施され

ている。通常、午後7時から 2時間程度おこなわれており、進行はおおよそ次のとおりである。まず事前に

Mobilecore側が選定した当日の「マスター」が、司会進行とスマー トフォンやモパイル端末に関連した内容

を中心にした情報提供を 1時間程度おこなう。マスタ ーによっては意見交換やワーク ショップのような形態
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をとる場合がある。また、マスターが属しているグループやコミュニティの関係者とともに共同発表する場

合もある。そして、参加者からの発表やPR、SJ、IAMAS、岐阜県関係者の事務連絡などがあり、最後に

Mobilecore側から今後のイベン ト開催の通知などをおこなって本編は終了する。その後、 45分から 1時間ほ

どフリータイムとなり、名刺交換や自己紹介、個別のPRや近況報告などが数人ごとの単位でおこなわれる。

マスターは、 IAMASのA教授、 Mobilecoreで開発に携わっているV氏らも務めてお り、2011年度からは福島

県から「避難」してきたGC社のSa氏も加わっている。

参加は無料で、 事前登録なども基本的に必要ない。また、職業や職種も不問であるため、筆者の聞き取り

やW章で述べるアンケー トの結果からは、さまざまな職業/所属先 ・職種の参加者があることがわかってい

る。そして、会場自体が個室でなく、仕切りも設けていないため、入退場も自由である。筆者が初めて参加

した第33回 (2010年7月22日)当時の参加者は30人程度であったが、 2011年8月に開催した 3回は会場の収

容人数を超える80人以上の参加が続くという状態になっている。

(3) i.Labo 

li.LaboJは、モパイル ・カフェへの「モノづくりJ関係者の参加傾向を受け、 IGTFU . iPhoneプロジェ

クトを通じたピジネスを、アプリケーション開発分野からモノづくりの分野にも拡大するためjの !iPhone、

iPad関連商品開発勉強会Jとして、モパイル ・カフェから独立させ、 2010年8月から開催されている。当初

は毎月 1回、第4木曜日のモパイ ル ・カ フェの時間を利用して開催していたが、 2011年4月から毎月第4火

曜の同じ時間帯に変更されている。進行や形式はモパイル ・カフ ェとほぼ同じだが、 i.Laboは、 IAMASのI

教授を主宰者とし、おもにSJのSk氏 (2011年3月まではDREAMCORECOLLECTIVEスタッフ)が司会をお

こない、毎回 4 ~ 5 人(または団体)程度の発表者がプレゼンテーションなどをおこなう。 i.Laboで取り上

げるテーマは大きく、①モノづくり、②デザイン、①まちづくりの 3種類に分類され、 iPhone/iPadに関連

する製品のアイデア発表や実機のレピュ一、まちづくり構想へのデザインの利用案などが発表される。参加

者は、モパイル ・カフェ と重なる場合があるが、取り上げる内容から製造業、広告代理屈、ゲー ム制作、

NPOなどの関係者の参加が多い。特に、岐阜県内の市町村やそのまちづくり団体からまちづくり構想への協

力を求められるケースが多く、高山市、白川村、 美濃市で「出張」 開催をおこなっている。

写真 1:モパイル・カフェのフりータイム

(出典)鐙者jJli彩。

( 4 )開発者養成事業

写真 2: Mobilecore (i.Labo開催中)

(出典)任者jJji彩。

2010年10月、岐阜県は f緊急雇用創出事業臨時特例基金事業(地域人材育成事業)Jとして「岐阜県版

iPhoneアプリケーション開発事業 (GifuiPhone Camp) Jをはじめた。記者発表資料によれば「自治体がこう

したiPhoneアプリの開発に取り組むのは、 全国初の試みJとなるこの事業は、 iPhone用アプリの開発企業が

未就業者を研修生として翌年 3月まで雇用し、アプリ開発の講習や実務をとお して、岐阜県の産業、観光、

物産などをテーマにしたアプリを開発すること、そして研修生の就職や起業が目的とされていた。事業を受
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託したのはF社を中心とした運営共同体で、 38人の応募のなかから10人が雇用された14)。研修は、はじめの

2カ月聞がプログラミングやネットワークの知識など、座学を中心とした IOFF-JTJ、残りの 4カ月間はア

プリの企画から開発をおこなう IOJTJで構成されていた。 研修の結果、国体15)関連 2本、観光関連 3本、

施設紹介等3本の合計8本のアプリが開発された。2011年度は 6月から事業がおこなわれており、事業の規

模、開発するアプリのテーマ、受託業者は、それぞれ2010年度と同様である附。

さらに、同年 7月からは事業を拡大し、liPhone、Android両方のアプリケーション開発が可能な人材、

Androidの組込分野への応用が可能な人材、ベンチャー起業を視野に入れた人材J約80人の育成を進めるこ

とで、 「ソフ トピアジャパンへのスマートフォン関連事業者の集積促進、スマートフォンアプリケーション

開発の一大拠点としての岐阜県・ソフトピアジャパンエリアのプランド化Jを目標に、上記の研修とあわせ

た 1100人育成事業jを展開している。具体的には、 SJに進出している企業と関連団体の 9事業者が、それ

ぞれ研修生を2011年7月から翌年2月末または 3月末までの期間で 5~20人雇用する。受託業者のなかには、

1 Gifu iPhone CampJを受託しているF社(運営共同体)、 Mobilecoreを運営するDs社、 IAMAS卒業生が起業し

た2社の業務共同体など、企業の規模や業務内容 (得意分野)もさまざまで、研修生はOJT/OFF-JTの両面

で雇用先ごとにさまざまな内容の知識や技術を身につけているといえる。岐阜県の資料によれば、 81人の雇

用予定にたいし330人以上の応募があり、 4倍ほどの高倍率となっている。また、 研修生は普段は雇用先の

企業や団体で研修や実務に携わっているため、最新の技術や情報の収集、別の研修生との交流、開発者や経

営者とのネッ トワーク形成などをおこなう場として、モパイル ・カフェが利用されている。また、研修生同

士の自主勉強会などのコミュニティも形成されはじめている。

( 5 )東北地方との連携

東日本大震災を受けて岐阜県が早期に支援策を講じたこともあり川、東北地方や首都圏に本社をお くソフ

トウェア開発企業数社がSJに移転した。そのことによ って、それらの企業がもっ東北地方や首都圏でのネッ

トワークが既存のSJ関連のネ ットワーク と結びつけられたことの効果が現れている。

福島県に本社をおく GC社とその経営者Sa氏は東北地方で、のコンテンツ制作関連企業とのネットワークの

中心人物でもあ り、仙台で聞かれている自由な形式の勉強会「みやぎモパイルビジネス研究会 (MiMoS)J 

を岐阜県やSJに紹介し、同研究会のH会長がモパイル ・カフェで発表するなど、すでに連携が始められてい

る。さらに、単に被災企業支援にとどまらない成果として、岐阜県が進めるスマートフォン用アプリケーシ

ヨンの開発者育成事業の受講生の雇用先として東北地方で10名程度が確保されている (2011年 7月現在)。

これらの取り組みは、 GC社のSa氏と、岐阜県商工労働部情報産業課のN課長、MiMoS会長のH氏がキーマン

となって進められた。 Sa氏とH氏は自身がもっ東北地方でのネットワークとSJとをつなぐ役割を果たし、 N

課長は全体のコーデイネートをおこなうことによってSJのもつネットワークを有効に機能させている。

N. rモバイル・カフェJアンケートをつうじた分析

E章では、 SJで活動する各主体やそのネットワークの展開についてあきらかにした。しかし、こうした活

動の主体についての個別具体的な翻査や分析はSJや岐阜県でも実施実績は少なく、例えばイベント参加者の

構成なども把握されていない。そこで本章では、実際にSJでの活動にどのような人材が集まっているか、ど

のような考えかたをもっているかを描き出す。具体的には、 SJで定期的に開催されている意見交換会「モパ

イル・カフェ」でアンケート調査をおこない、その結果の検討をおこなう。

1 .アンケート調査の概要

本調査では、 SJ内(ドリーム・コア内のMobilecore) で毎月第 1 ~第 3 木曜日の夜に開催されている 「モ

パイル ・カフェJの参加者を対象に、 以下のとおりア ンケート を実施した(表 1)。モパイル・カ フェは、
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定期開催、無料で事前登録も不要、参加資格も問わないことから、これまでも開発者や企業の営業、企画担

当者、自治体職員などさまざまな立場の参加者があった。それに加えて、2011年7月からは岐阜県の「スマ

ートフォンアプリ開発人材育成事業Jで雇用されたアプリケーション開発者をめざす研修生の参加が増え、

70人程度収容の会場にたいして毎回50人以上の参加がある。

(鯛査日時)

(実施場所)

(対象者)

(鯛査方法)

(開査票)

(回答数)

(特記事項)

2.回答者の属性

表 1:調査の概要

2011年8月4日

モバイノレ・カフェ会場 (SJ'ドリームコア内 Mobilecore2F) 

モパイル ・カフェ参加者 (男60名 女10名 合計70名)

モパイル ・カフェ開催中に鯛査票を配布し、終了後回収

別紙のとおり

64名

GC社のSa氏がマスターを担当 し、 運営側関係者15名

を加えると、 80名以上となる盛況であった。

(会場の収容能力の限度超え)

まず、性別区分は「男性J86%、「女性J14%と、男性の比率が高い。年齢構成は20歳代と30歳代が80%

以上を占め (120歳代J40.6%、130歳代J42.2%)、40歳代まで含めると95%以上になり、「若手J1中堅J層

の参加者が大半であるといえる (140歳代J15.6%、150歳代J1.6%、10歳代と60歳代以上の参加者はいない

(図 1) )。

当日の研修生の総数は把握できなかったが、 全体の所属先のうち「民間企業jが76.6%を占め、正規雇用

以外の非正規雇用が70%以上であるため、 参加者の半数程度が研修生であると推測される。さらに、在籍期

間では 11カ月以内Jと 13カ月以内jを合わせて約65%であり、転職経験も全体の約61%が「あり」と回

答している。これも、岐阜県の育成事業が「緊急雇用創出事業臨時特例基金事業(地域人材育成事業)Jで

あり、失業者や求職者を対象にしていることから、研修生の割合が高 くなっていることがわかる 181。また、

職種については「開発Jが80%以上と大半であり、「営業J1一般事務J1"企画・管理J1経営」はそれぞれ5

%以下である。

3.モパイル・カフェ参加の実態

( 1 )参加頼度

参加頻度は、ほとんど参加経験がない層 <1初めてJ32.8%、12、3回目J26.5%)と、頻繁に参加して

いる層 <1毎回J23.4%、「月2回J9.3%)の2つに分かれており、散発的な参加は少数である <1年数回J

4.7%、「月1回J3.1%)。

( 2 )きっかけ

参加のき っかけは、SJやMobilecoreのHPがそれぞれ15%、「口コ ミjが28.1%である。「その他Jの剖合が

35.9%と高くなっている。これは、研修生への聞き取り結果によると、研修先の企業ーからは参加の業務命令

などは出ておらず、自発的に参加しているため、 該当する選択肢がなかったよう である。
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( 3 )目的

参加目的は、「最新の技術や情報を入手するためJが全体の62.5%であ り、 「向業者と知り合うためJ

(9.5%)、「知り合いと定期的に情報交換するためJ(7.8%)、「異なるジャンルの専門家と知り合うため」

(6.3%)、「雇用先を探すためJ(6.3%)に大きな差をつけている。

4.個人や少人数でのやりがい

r (特にアプリケーシヨン開発について)従業員数の多い企業や団体で仕事をすることと比べて、個人や

少人数の企業や団体で仕事をすることは面白いですか。またはやりがいがありますかJという質問にたいし

て、「あるJと回答したのは全体の43.8%であり、「どちらかといえばあるjの40.6%と合わせて、大半が肯

定的な回答となっている (図 2)。

さらに、肯定的/否定的な項目をそれぞれ6つ設定し(複数回答可)、自由回答欄を含めてその理由をた

ずねた結果、[自分の好きな仕事ができる」が回答全体の38.5%とな り、 I時聞が自由に使えるJr夢が実現

できるJの17.6%、「経営に参加できるJr人脈が広がるjの11%を上回っている。一方、収入に関する項目

は回答数が少なく、収入が増える/減るの双方で 3-5%程度の割合となっている。

また、自由意見として「組織が柔軟Jr小回りがきく」というものがあり、全体的にアプリケーション開

発にとって個人や小規模の企業には肯定的なイメージが強く、その理由として自分の好きなことが自分のペ

ースでできる と考えている参加者が多いことがわかる(図 3)。

50歳代1%

どちらかと
し、えばない

4.69% 

ある
43.75% 

20歳代41%

図 1:i参加者の年齢構成 図2:個人や少人数でのやりがい

理由(総回答数91)
[回答項目1

1自分の好きな仕事ができる

E収入が噌える/安定する

3碕間が自由に使える

4経営に書加で曹る

S夢が実現できる

6人脈が広がる

7どういう仕事をすればよいかわからな〈おる

S般入が減る/不安定に怠る

9仕事と体眼的区別がなくなる

10経営のリスヲを習量いた〈怠い

11堅実な目標怠定ができなくZよる

12人づきあいをせざるをえなくなる
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【自由意見】

組織が柔軟

小回りがきく

自由度は高いが安定感がなくリスクが大きいζとを考えるとどちらともいえない

図3:個人や少人数にたいする評価の理由
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5.文系・芸術系への評価

いわゆる文系/理系の区分については、「文系」が全体の36%、「理系jが53%であり、理系の比率が高く

なっている。「スマートフォン用アプリケーションの開発や、その他の製品開発などについて、文系の考え

方、またはアートやデザインなどに裏付けられた考え方は役に立つと思いますかJという質問にたい しては、

「はいJと回答したのが全体の62.5%であり、「どちらかといえばはい」の25%と合わせて、大半が肯定的な

回答となっている(図 4)。さらに、肯定から否定まで段階的な 5項目を設定し、自由回答欄を含めてその

理由をたずねた結果、「アイデアで勝負する分野であり、文系/芸術系のほうがよいアイデアを持っている

から」が全体の60%となり、「自分への刺激になるからJ(21.7%)、「これまでの技術だけではヒ ット作が出

づらくなっているからJ(18.3%)と、すべての回答が肯定的なものとなり、 「コス ト意識が低いJ['"実現可

能性がない、または実現可能性の低いアイデアしか出ない」の否定的な回答はなかった。

また、自由意見として 「アプリは見た目が90%J['"アプリのダウンロードのき っかけは見た目の印象も大

きいので、デザインも重要J['"同 じようなアプリでも見せ方で全く印象が変わるのでアー トやデザインは重

要jのように、アプリにたいするデザインの重要性を指摘する意見が多く、「平均的に文系の人口の方が多

いと思うので、文系のかたの意見は一般的で重要だと思う」といった消費者を意識した見解も出されている

(図 5)。

モパイル ・カフェの参加者におこなったアンケート調査の結果、参加者の大半を占める開発者にとって、

この場が業務外の 「学習Jの場として期待されていることがわかる。ま た参加者の多くは、既存の大企業を

中心とした業務とは異なる、①好きな仕事のできるやりがい、②少人数の組織、 ③文系 ・芸術系的アイデア

の重要性、などの点を重視しており、モパイル ・カフェをはじめとしたオープン ・自由 ・クリエイテイプな

環境の整備が重要であると捉えている。このことは、今後も伸長が見込まれるモパイル用アプリケーション

図 4:文系・芸術系への評価 図 5:文系・ 芸術系にたいする評価の理由

(回答項目)

1アイデアで勝負する分野であり、文系/芸術系のほうがよいアイデアを持っているから

2自分への刺激になるから

3これまでの技術だけではヒット作が出づらくなっているから

4コスト意績が低い

5実現可能性がない、または実現可能性の低いアイデアしか出ない

【自由意見】

そもそも世の中(自然)は文系、理系の区別は本来ないはず
アプリは見た目が90%

エンドユーザ一向けアプリはデザインの比重が大きい
平鈎的に文系の人口の方が多いと思うので、文系の方の意見lま一般的で重要だと思う
アプリのダウンロードのきっかけは見た目の印象も大きいので、デザインも重要だと思います
同じようなアプリでも見せ方で全く印象が変わるのでアートやデザインは重要だと思います
芸術的センスは必要
感性の違い
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の開発現場では、「人材」の育成が重要であるといって もこれまでの大企業型人材育成だけでなく、教育研

究機関を手がかりとした公共的なプラ ットフォームによって自由な雰囲気の職場とネットワークを支援する

ことが適切であることを示している。また、アンケート調査からはアプリケーション開発には文系や芸術系

の知識や意見が必要であることが認められており、求められる人材の「多様さ」の重要性も示されている。

皿章と W章からわかるのは、 SJを中心と した一連の取り組みは、相互に入り組んだ人的なネットワークを

生み出していることである。 SJで展開されている取り組みとそれによって形成されたネッ トワークは図6の

ようにま とめられる。当該産業においては、スタークのへテラルキーをめ ぐる識論が指摘するよ うな多様な

背景を持った人材の出会いが重要であり、さらにはそれが企業の垣根を越えて展開していることを示してい

るといえよう。

-・・・・・・・・・・・・・.，

図6:ソフトピアジャパンにおける人材育成事業と形成されたネ ットワーク

(出典)筆者作成。

v.おわりに

S1の事例が示すように、 個人や小規模の企業が主体となっている日本のソフト系IT産業においては、相互

の交流や情報交換をおこなうことが可能な、広い意味での「学習jの場が必要とされている。 SJにおいては

人材を育成するだけにとどまらず、その人材がさまざまな場面で「学習Jする機会を用意し、さらに様々な

チャンネルとのネットワークを形成できる ように、岐阜県とIAMASが中心となって環境を整備する支援策

が進められていた。今後のモパイル用アプリケーション開発においては、既存の企業とその開発者が備える

技術や知識に、大学に代表きれる自由民Fの高い環坊において培われるアイデアなど(アプリケーションにつ

いては特に文系/芸術系のもの)が加わることによって、今日必要とされているアプリケーションの開発に

結びついていくといえよう(図7)。

公的教育機関が果たしうる役割が強調されなくてはならない。岐阜県が、既存の情報産業拠点であるSJに

おいて、人材育成政策を進めアプリケーション開発者の育成にとどまらずネットワークの拡大まで進められ

ていることには、 IAMASという 芸術系を中心とした教育/研究活動をおこなっている公的教育機関が関与

している効果が大きいと考えられる。
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1 Tの技術・ 知識水準

f アプリケーション¥
¥開発現場 '" 

職場の自由性

図 7:IT知融と職場の自由な雰囲気の両方が重要となる
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モバイ Jレ・カフェやi.Laboのようなオープンな形式の定期イベントをつうじて、 SJが多様な人材が集まる

拠点となっていたわけだが、特に政策的な観点からは、設置主体である岐阜県の政策的な判断や実行の迅速

さが成果につながっているといえる。このことは、東日本大震災の発生後、岐阜県が即座にスマート フォン

用アプリ開発者への支援策を立案し、実行したことによって、仙台を中心とした東北地方のネットワークと

のつながりが生まれ、数カ月の聞に仙台の関係者がSJでのイベントや講座の運営側に立つようなキーマンと

なっていることからもあきらかである。SJの経験をモデル化すれば、ソフト系IT産業が必要とする、 ①業界

内で必要とされる専門的な能力、②それを裏づける知識や経験のほか幅広い能力、 ③それらを提供し、支え

るネットワーク、があわせて得られる拠点を整備していくことが広、要である。 SJの実践は、既存の情報産業

拠点にたいしても適用することが可能であろう。

最後に、へテラルキーな組織をめぐる議論とのかかわりに触れておきたい。スタークによると、企業組織

は現代の市場に対応するために、①フラット化、②分散化、 ③多様性といった特性を併せ持つことで、状況

変化へのすばやい対応を迫られている。こうした特徴は、本論文が検討したソフト系IT産業においても該当

する。ただし、スタ ークはへテラルキーの単位を「組織jとしていたが、 SJでは、眉用先といった所属に限

定されず、オープンな参加形態をもち、参加者の序列化などもされていないモパイル ・カフェなどが、ヘテ

ラルキーの特性をもった「場Jとして認識され、活用されていたことに注意が必要である。 「会社Jや 「所

属jといった組織外でのコ ミュニティが成立しており、ネ ットワークは組織を超えて展開している。

本論文では、 SJを検討することによって、ソフ ト系IT産業の支援拠点のあり方を考えるうえでの一定の知

見を引き出すことができた。 SJ自体が萌芽的な取り組みであり、いくつかの課題が存在している ことも指摘

しておかねばならない。たとえば、岐阜県によるスマートフォン用アプリ開発者養成は 1年単位の事業であ

り、研修生が「卒業Jした今年度以降、人材育成政策が継続していくのか、モパイル・カフェなどの場がど

のように変化していくのか、継続的な調査と個別具体的な調査をつうじた研修生の動向などを検証していく

必要がある。今後の課題としたい。

{注]

1 )国際的には、家庭用パーソナルコンピュータ(パソコン)では米問、中国、台湾のメーカーが50%以上のシェアをも

ち、日本首位の東芝は 5%にすぎない。スマートフォンにおいても、桃園のメーカー 2社が約20%のシェアをもち、日

本首位のソニー ・エリクソンのシェアは2%を割り込んでいる。タブレァト端末では、日本国内でも米国のアップル

(iPad)が50%近いシェアをもち、ソニーや東芝などのシェアはそれぞれ10%にみたない状況である。さらに、ハード

を制御するオペレーション ・システム (05)では、特にモパイル端末でGoogleのAndroidとAppleのi05の寡占状態が進

んでいる。パソコ ンは2010年末、スマートフォン、タブレット端末は2011年末現在。報道発表などによる。

2)伊原 (2006)によれば、日本ではIT化にともなって「労働組織や技能訓練といった補完的制度の変輩が遅れJ、逆に
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「報告白ーなとe形式知化しなければならない業務を地やしているJ結果をもたらしている (伊原 2006p51)。

3 )東京地方裁判所判決(1998年 3月19日)、松市裁判所第二小法廷決定 (2000年10月13日)、東京地方裁判所判決 (2011

年 3))7日)、東京地方裁判所判決 (2011年3月7日)なとo1998年の判決では、システムエンジニアが過労死するま

での13カ月間に1000時間を超える残業時聞が認定されている。

4 )訓査は複数回答可。

5) iPhoneはアップル社の IApp StoreJ、Androidはグーグル社の IAndroid MarketJ。

6) Iセンターピル」は(地上13階、延床而桜約36000m')、「アネァクスJ(地上5階、延床而初約9300m' 98年 2月完成)

は大垣市との共有施設、「ドリーム コアJ(地上61術、延床面積約8530m' 2000年8月開設)はインキュペーシ ョン施

設、「ワーク ・ショップ24J(2002年 5月開設)は技術開発室/ベンチャー支援事務所と賃貸住宅である。SJ設iffの経緯

などは北島 ・後藤 ・高木 (2002)、野木 (2002)、小畑 (2010)などを参照。

7 )ワー ク ・ ショップ24内の 1 フロアを利用した施設で、 52室。 l 人あたり 1500円~4000円の料金設定である。 2007年 3

月にいったん休止し、 2010年9月から再開。2012年3月までの営業を予定している。

8) lAMASは県立大学であり、商工労働部が管理している。

9 )当初の運営業務はSJにも進出している地元企業De社の関連企業が担当していた。2011年 4月からはDs社に変更 し、

施設の改修や開館時間の延長をおこなった。

10) ①入居から 3 カ月間の家賃免除、②交流会(のちのモパイル ・ カフェなど)の開催、 ①IJfH~椛鹿(のちのiPhone塾な

ど)の開催、の3点をサービスとしている。

lJ)当初の正式名称は liPhoneアプリ1*1発関連締出JoliPhone塾」は各都座の総称として使用している(岐阜県情報産業

総への聞き取り によ る)。

12)グループワーク編はテス トケースとして無料。

13) 1湖発者はそれぞれ異なる。

14) F社と SJでIT人材研修を担当していたP社の迎営共同体。業務委託期間は 8 月 ~3 月、委託事業~3682万8000円。雇用

者は男性8名女性2名で平均年齢33.6歳。

15) Iぎふ清流国体jとして、 2012年に開催予定。

16)研修期間を 6月から10月、 11月から 3月と 5カ月J!flに設定しており、各期の雇用を10人と している。

17)他の都道府県と同様、岐阜県も各部署での支援wを計画 ・実行したが、スマートフォン朋アプリケーションの開発に

は最低I!I~pc と通信環境があれば足り 、 SJの施設を提供する こ とでその条件をみたせるため、決断が勾・かった(岐阜県

の関係者への聞き取りによる)。具体的には、 I~il口にして金lllilの午後に発生した震災にたい し、週明けの月 11抱 ( 3月14

日)には支援策を発表した。このときの支援の内容は、 SJ内(ドリ ーム ・コア)の空き部屋33室に入居する場合、①施

設使用料 (月綴 1万1550円)を 6カ月間免除、②審査期間jを 1週間以内に短縮(通常は 2カ月程度)、③入居保証金

(通常10万円) を半額、 というものだった(岐阜県広報資料2011年3月14日)。

18)ただし、雇用先からの業務命令ではなく 、自主的に参加している(研修生への聞き取りによる)。
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